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研究の背景と目的
一般に家族生活の器としての住宅は，その世帯
人員の最大時に合わせて形成ないしは確保される
ことが多い．一方で戦後住宅供給の原動力として
機能した核家族（化）によって家族の分裂が進み，
高齢夫婦ないしは高齢単身世帯の増加を招く結果
となった．子供が就職や結婚とともに親の家庭を
離れて巣立った後に，子供のために用意した部屋
は空き部屋になり，エンプティー･ネストとも呼
ばれる居住空間の過剰が生じることとなった．こ
の様な余剰スペースを，趣味や創作活動あるいは
収納に活用している世帯もあるが，高齢になり生
活が不活発になると，これらの部屋が十分に使わ
れず放置された状況になってくる．ところが，高
齢者の住宅は一般的に大規模で，子育中の世帯の
住宅が小さいことは統計にも表れている（Fig. 1
参照）．この様な子育世代が狭小な住宅に多人数
で住んでいる状況が存在する．世帯規模と住宅規
模のミスマッチと言われる現象である．
また，日本の住宅の寿命は欧米に比して短いと
言われている．川本・安藤による研究註1）では残
存率 50% となる経過時間を平均寿命とした場合
に 2003 年時点の平均寿命は約 35 年と算出されて
いる．住宅の短命さは，前述した住ニーズのミス
マッチが原因である点も否めない．しかし，時代
の要請としては省資源・循環型社会の実現が求め
られている．我国でも 2000 年に「循環型社会形成
推進法」が制定され，それに向けて建築・住宅分
野でも，長持ちする住宅や住宅ストックの活用を
考える必要がでてきている．国土交通省は，地球
環境・資源の問題とも関連してこの住宅の短命さ
を問題とし，住宅寿命の長期化をめざして，長期
木質系室ユニットを用いた規模可変住居システムの開発について
大坪　　明
（武庫川女子大学生活環境学部・生活環境学科）
A study on a system development for area adoptable dwelling units 
which consist of connection of timber frame room blocks
Akira Ohtsubo
Department of Human Environmental Sciences, School of Human Environmental Sciences
Mukogawa Women’s University, Nishinomiya 663-8558, Japan
In senior people’s house, for instance, children’s rooms often become surplus spaces without using after 
children had become independent. On the other hand, a lot of large families live in small houses. To lose the 
discrepancy of such residence space and the household size, and to use the houses longer, we developed a 
system for area adoptable dwelling units consist of connection of timber frame room blocks. This will con-
tribute to the formation of the resource saving and recycling-based society.
9741,0
6486,7
4062,4
3356,6
1988,9
421,0
3817,6
3692,7
3870,2
4364,5
3315,4
1293,9
0,0 2000,0 4000,0 6000,0 8000,0 10000,0 12000,0
25歳未満
25～ 34歳
35～ 44歳
45～ 54歳
55～ 64歳
65歳～
年
齢
階
層
世帯数（千世帯）
水準未満
水準以上
Fig.  1.  世帯年齢階層別　誘導水準以上／未満の世帯数
P15-22.indd   15 2011/03/01   9:48:01
（大坪）
－16－
にわたり良好な状態で使用するための措置が講じ
られ優良な住宅ストックとなる「長期優良住宅」に
ついて，その建築及び維持保全に関する計画の認
定制度創設を柱とする「長期優良住宅の普及の促
進に関する法律」（長期優良住宅促進法）を 2008
年に制定し，2009 年に施行した．
住居の規模が世帯規模に応じて伸縮できれば，
住宅も永く使うことができ，それにより省資源・
循環型社会の形成に寄与することができる．本研
究では，住宅を計画し建設する過程の中に，住戸
規模を必要に応じて変更できるシステムを盛り込
んでおくことを検討した．
過大住居居住の状況把握
ところで，世帯規模と住宅規模の関連に関して，
どの程度が適切なのかということが問題となる．
この点については，平成18年9月に閣議決定され，
更に平成 21 年 3 月に変更閣議決定がなされた国
土交通省の「住生活基本計画」を参照してみること
にする．この基本計画は平成 18 年に制定された
「住生活基本法」における，国民の住生活の安定の
確保及び向上の促進に関する基本的な計画を，平
成 18 年度から平成 27 年度までを計画期間として
定めたものである．以下の 4 項目に関して水準が
規定されている．
Table 1.  関東大都市圏における居住室規模別・世帯人数別世帯数
世帯人数
居室畳数（住戸規模）
世帯人数
総数
1 人 2 3 4 5 6 7 人～
普通世帯総数 5,094,500 4,062,300 2,777,800 2,174,900 686,900 220,900 88,000 15,105,400
        ～  5.9 畳 82,800 2,100 700 0 － － － 85,700
 6.0 ～  8.9 畳 1,367,400 59,900 12,200 4,800 400 0 － 1,444,600
 9.0 ～ 11.9 畳 563,100 120,100 37,400 12,500 3,300 600 200 737,300
12.0 ～ 14.9 畳 540,200 220,000 77,600 34,200 8,100 1,800 700 882,500
15.0 ～ 17.9 畳（ 35 ～  40m2） 346,900 256,800 120,800 57,600 12,600 2,800 900 798,200
18.0 ～ 20.9 畳（ 40 ～  45m2） 508,500 468,900 250,700 128,600 30,600 5,800 1,700 1,394,700
21.0 ～ 23.9 畳（ 45 ～  55m2） 205,000 296,900 185,800 116,400 25,900 5,200 1,200 836,500
24.0 ～ 26.9 畳（ 55 ～  65m2） 315,400 445,200 312,800 241,600 55,200 11,400 3,800 1,385,400
27.0 ～ 29.9 畳（ 65 ～  75m2） 128,400 262,100 200,900 175,000 39,900 7,900 1,800 815,900
30.0 ～ 35.9 畳（ 75 ～  95m2） 292,500 639,000 524,000 472,800 127,800 27,500 8,600 2,092,200
36.0 ～ 47.9 畳（ 95 ～ 125m2） 249,900 714,100 622,300 595,100 205,300 60,800 19,900 2,467,600
48.0 ～ 59.9 畳（125 ～ 160m2） 80,500 247,400 206,500 189,000 97,400 44,900 19,300 885,000
60.0 畳～（160m2 ～） 37,200 117,400 112,900 106,500 73,300 50,800 29,500 527,600
着色値は誘導水準の 3 倍以上を示す
Table 2.  中京大都市圏における居住室規模別・世帯人数別世帯数
世帯人数
居室畳数（住戸規模）
世帯人数
総数
1 人 2 3 4 5 6 7 人～
普通世帯総数 891,800 899,900 649,100 566,000 223,700 98,000 44,400 3,373,000
       ～ 5.9 畳 6,200 300 100 － 0 － － 6,600
 6.0 ～  8.9 畳 176,100 15,400 4,300 1,000 0 100 0 197,000
 9.0 ～ 11.9 畳 91,700 15,400 5,400 2,000 500 100 0 115,100
12.0 ～ 14.9 畳 93,100 29,500 10,600 3,900 1,100 200 100 138,500
15.0 ～ 17.9 畳（ 35 ～  40m2） 61,800 38,300 18,500 9,100 2,400 300 200 130,700
18.0 ～ 20.9 畳（ 40 ～  45m2） 102,500 75,500 44,900 23,100 5,000 1,000 300 252,300
21.0 ～ 23.9 畳（ 45 ～  55m2） 34,600 49,600 32,700 22,200 4,900 900 200 145,100
24.0 ～ 26.9 畳（ 55 ～  65m2） 67,100 87,200 60,200 44,400 11,500 2,200 700 273,300
27.0 ～ 29.9 畳（ 65 ～  75m2） 26,500 45,300 32,800 27,400 7,300 1,400 400 141,100
30.0 ～ 35.9 畳（ 75 ～  95m2） 65,000 126,500 89,500 82,400 24,900 5,400 1,800 395,500
36.0 ～ 47.9 畳（ 95 ～ 125m2） 71,000 199,500 164,800 175,500 62,200 19,200 5,800 697,900
48.0 ～ 59.9 畳（125 ～ 160m2） 33,200 105,200 89,100 94,700 46,100 22,400 8,800 399,600
60.0 畳～（160m2 ～） 24,100 82,200 75,200 76,100 57,200 44,700 26,000 385,500
着色値は誘導水準の 3 倍以上を示す
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・住宅性能水準
・居住環境水準
・誘導居住面積水準
・最低居住面積水準
ここで最低居住面積水準は「世帯人数に応じて，
健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可
欠な住宅の面積に関する水準」である．一方，「誘
導居住面積水準は，世帯人数に応じて豊かな住生
活の実現の前提として多様なライフスタイルに対
応するために必要と考えられる住宅面積に関する
水準であり，都市の郊外及び都市部以外の一般地
域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居
住面積水準と，都市の中心及びその周辺における
共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積
水準」からなる．
一般型誘導居住面積水準
　①単身者：55m2
　② 2 人以上の世帯：25m2 ×世帯人数＋ 25m2
都市居住型誘導居住面積水準
　①単身者：40m2
　② 2 人以上の世帯：20m2 ×世帯人数＋ 15m2
但し，世帯人員が 10 歳未満の場合には低減率
が掛けられる．都市居住型誘導居住面積水準は，
都市部における高密度居住に配慮し，一般型誘導
居住面積水準より 2 割程度小さく想定されてい
る．しかし，過疎地での大規模住居における世帯
人数が少ない状況は，高齢化率が高い現状では改
善が困難である．むしろ，様々な年齢層の居住者
が居る都市部における住居規模のミスマッチなら
改善することが出来る可能性が高い．従って，水
準としては小さい方の都市居住型誘導居住面積水
準を住戸の面積を基準と考えることにする．
どの程度の世帯数がミスマッチを起こしている
かを本研究で調査しているわけではない．しかし，
総理府が実施する住宅・土地統計調査の居住室の
畳数階層別の世帯数から，この様な状況の一端を
見ることができる．Table 1 ～ 3 は大都市圏にお
ける住戸規模と世帯人数の関係を表にしたもので
ある．居住室の畳数から住戸規模への変換は，ネッ
ト面積としての畳数に応じて，ネット／グロス比
を 0.6 ～ 0.7 と想定して行った．
これらの表から，過大住居居住の世帯を都市居
住型誘導居住面積水準の概ね 3 倍程度の規模を持
つ住居と考え，その世帯数を見てみると，首都圏，
中京圏，近畿圏の3大都市圏においても1.6～4.1%
の割合で存在することが判る．これは実数にする
と合計で 56 万戸以上に相当する．都市居住型居
住面積水準の 3 倍というのが，いかなる意味を持
つのかというと，2 倍程度の面積なら単身世帯で
80m2，2 人世帯で 110m2 程度の面積を多様に使い
こなすことは不可能ではないが，3 倍となると単
身世帯で 120m2，2 人世帯で 165m2 という広さと
なり，単に居住するだけではなかなか使いこなせ
る面積ではないという仮定をしたものである．
住居の余剰室の活用に伴う諸問題
余剰室を持つ過大住居居住の世帯では，これら
Table 3.  近畿大都市圏における居住室規模別・世帯人数別世帯数
世帯人数
居室畳数（住戸規模）
世帯人数
総数
1 人 2 3 4 5 6 7 人～
普通世帯総数 2,389,900 2,215,500 1,456,500 1,188,600 403,600 123,800 50,300 7,828,100
        ～  5.9 畳 33,300 900 － － － － － 34,200
 6.0 ～  8.9 畳 506,100 23,700 3,800 1,500 400 － － 535,600
 9.0 ～ 11.9 畳 253,000 54,600 13,900 4,900 1,400 300 0 328,100
12.0 ～ 14.9 畳 237,800 89,700 30,400 13,600 3,300 600 300 375,800
15.0 ～ 17.9 畳（ 35 ～  40m2） 178,500 126,600 57,000 28,500 7,200 1,100 400 399,400
18.0 ～ 20.9 畳（ 40 ～  45m2） 244,700 214,500 109,000 57,600 15,100 2,300 800 644,100
21.0 ～ 23.9 畳（ 45 ～  55m2） 118,300 159,000 93,700 58,300 14,800 2,100 700 446,900
24.0 ～ 26.9 畳（ 55 ～  65m2） 174,600 243,400 154,800 110,800 28,600 4,800 1,600 718,600
27.0 ～ 29.9 畳（ 65 ～  75m2） 87,800 156,400 106,400 89,500 23,200 4,100 1,100 468,500
30.0 ～ 35.9 畳（ 75 ～  95m2） 181,500 360,600 272,200 246,100 71,500 14,300 3,900 1,150,000
36.0 ～ 47.9 畳（ 95 ～ 125m2） 154,800 426,700 348,300 358,900 120,300 30,900 9,600 1,449,500
48.0 ～ 59.9 畳（125 ～ 160m2） 51,900 160,200 125,700 120,800 56,900 23,700 10,200 549,300
60.0 畳～（160m2 ～） 33,100 105,700 90,600 82,900 58,500 39,000 21,600 431,400
着色値は誘導水準の 3 倍以上を示す
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の余剰室の活用の方法としては，一つには下宿人
を置くことが考えられる．しかし，これには下宿
を必要とするような学生等の単身者が恒常的に存
在することと，住居の持ち主が下宿人という家族
以外が家屋内に生活することに抵抗が無く，また
下宿人の世話をすることを厭わないこと等が条件
となる．これは，住居の立地の問題とともに，同
一家屋に他人と居住する覚悟も必要であり，余剰
室を保有する高齢者を主体とする多くの世帯に期
待することは困難である．では，余剰室を持つ世
帯が適切な大きさの住居に転居し，大きな住居は
それを必要とする適切な規模の世帯に売却ないし
は賃貸して，住ニーズに合わなくなった住戸の流
通を促進させることで解決する方法等が考えられ
る．しかし，高齢世帯は，今まで慣れ親しんだ居
住環境を変えることを好まないという性質を持っ
ている（Table 4 参照）．
Table 4.  福島県における高齢者の居住意識
●高齢者世帯の意見
（平成15年福島県住宅需要実態調査結果による）
（単身 65 歳以上、夫婦のみ（65 歳以上）の世帯）
・不満率の高い項目は、「高齢者等への配慮」
・ 「住み替え・改善の意向なし」とする世帯の
割合が高い。意向のない理由は、現在の住
まいに満足しているから」「住み慣れてい
るので離れたくない」の割合が高い。
・ 今後の居住継続の意向は、「住み続けたい」
「できれば住み続けたい」の合計が85%以上。
また，中古住宅の流通も我国においてはそれほ
ど盛んではない．Fig. 2 は近年の住宅の総取引量
に占める中古住宅流通の割合の国際比較である
が，これを見ると米・英・仏と比べて我国がいか
に少ないかが判る．中古住宅の市場が確立されて
いないことに起因しているが，中古住宅の価値を
評価するシステムも未整備であることも問題点と
して挙げられる．これには，住宅が建設されてか
ら現在に至るまでの間取り・構造・材料や加えら
れた改変等の履歴の記録（データベース）も必要に
なってくる．この様な中古住宅の価値を正確に判
断が出来る資料の整備等が伴わないと，中古住宅
の流通が盛んにならないであろう．現在の状況か
ら推察すると，中古住宅の流通にはまだしばらく
の時間を要しそうである．
可変型住宅に関する既往研究
前述の様な状況の中で，これらの住居規模と世
帯規模との齟齬からできる余剰の居住スペース
を，どの様にすれば効率よく利用できるかを考察
することは，今後の資源循環型社会で住宅ストッ
クを長持ちさせるために必要である．そこで住宅
を可変にすると言う課題が浮上する．集合住宅の
場合は建築計画側で供給時にこれを処理するため
の研究や実践が行われている．可変型住宅に関し
ては既に多数の研究や実験がなされているが，固
定された住戸区画内の間取り変更に関するものが
多い．大橋・小谷部による研究註4），南・石見ら
による KEP 方式に関する研究註3）等は，間取り可
変の利用実態の調査である．加茂・高田による研
究註5）は，空間配置の変更に至る要因と満足度を
調査している．また，可変技術に関しては，都市
機構が SI 住宅での可変間仕切りの検証に取り組
み，また土井・植野らも SI 住宅の可変インフィ
ルの設置に関する研究註6）を行っている．しかし
住戸規模の可変性に関する研究は余り行われてい
ない．むしろ共同住宅においては隣接住戸との間
の界壁を工夫することにより，既にこれを実現し
た具体例も多い．国土交通省では 2008 年度より
共同住宅において住戸区画の可変性を確保する設
計手法についての調査註7）を始めている．これは，
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Fig.  2.  住宅取引における中古流通割合の国際比較
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住戸区画の可変性を確保する設計事例を収集し，
設計手法の検討に向けたデータ整理を行うもので
ある．
再生可能資源としての木材活用の利点
更に循環型社会の構築に向けては，建設産業に
おいても再生可能資源の利用が求められている．
この一つとして再生産可能な木材の活用が考えら
れる．木造住宅の施工は，その規模から言っても
町場の大工や小規模工務店でも施工ができるの
で，地域の産業としには有用に働く．木造軸組み
工法の場合は改変が容易で，また部分補修等も比
較的簡単に出来るので，木材さえ長持ちすれば長
寿命なものになり得る．鉄骨やコンクリート系の
様に地中から掘り出す資源を使うのと違い，木材
は植えることによって，年月が必要だが大きな木
に育てることで再生産が可能である．森林の育成
は，藍原・浅野の研究註2）に見るように，それ自
体が CO2 の吸収に寄与すると共に，バイオマス
エネルギーにも利用可能であり，建築用材の生産
は地場産業に貢献する．また，木材は廃材となっ
てもバイオアルコールを含むバイオマスエネル
ギーの原材料となり得る．
システム検討の方法
既述の様な諸問題に対する解の一つとして，住
空間の大きさを含めた可変性と利用のフレキシビ
リティーを持つ住宅を木造でつくるシステムを考
案した．規模可変の木造住宅のシステムの概要を
大坪が考案し，山岡が卒業設計で当該システムを
計画案に展開してその妥当性を検証した．木造架
構は外壁側に柱を集約して内部をフリーにするこ
とが可能な木質ラーメン架構の利用を想定した．
内外壁ともコンクリート系では無く，開口部や接
続部を設ける改造が自由に出来るものとする．
システムの考案
木質ラーメン架構では，6m スパン程度の空間
は比較的容易に架け渡すことができる．本システ
ムではスパン 6 × 6m 以下の，大きさが異なる室
ユニットを複数用意し分散配置する（Fig. 3参照）．
隙間は採光・通風等に利用できる．システムにお
ける各室ユニットは，大きなものは L・D・K や
複数の部屋で構成され，小さなものは 1 部屋ある
いは水周り諸室を収容する．これらのユニットを，
玄関や接続廊下や階段を用いて結合し 1 住戸を構
成する．接続部や階段は容易に付加や撤去をする
ことができるものとする．室ユニットの結合の仕
方を変更することで，住居規模及び構成を変化さ
せることが出来る．それが，世帯の様態が変わり
余剰の空間が出来たときに，その空間ないしは室
ユニットを別な世帯が使うことを可能にする．2
階建てユニットの場合は，ユニット丸ごと元の住
居から切り離すことも出来れば，2 階だけを単独
で利用することもできる様にする．従って，階段
Fig.  3.  木質ラーメン架構の室ユニットイメージ図
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Fig.  4.  a,b,c ステージ毎の室ユニット利用展開模式図
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Fig.  5.  計画案平面図
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も極力ユニット内ではなく，外部に設けて着脱が
容易なものとする．ある世帯の様態が変化するこ
とにより生じる余剰空間は，基本的には当該住戸
の隣接住戸と結合させることしか出来ない．従っ
て，隣接住戸に利用ニーズが発生すればその住戸
と結合する．また，隣接住戸からのニーズがない
場合でも，余剰空間に水周りを装備し 1 室居住が
出来る広さがあれば，1 ルームとして活用するこ
ともできる．しかし，単に 1 部屋が隣接住戸から
の利用の需要も無く空いた場合でも，当該の部屋
だけ切り離して他住戸の離れとして利用する方法
が考えられる．また，上階において給排水などの
設備が必要になった場合には，ユニットの下階の
空間を通さずに，ユニット相互の間を離している
ので外壁を伝って配管をすることが出来る．（Fig. 
4 参照）
システムの検証
計画案では大阪府高槻市の 920m2 の敷地に当
該システムを利用した 8 ～ 9 戸の木造 1 ～ 2 階建
て賃貸住宅を配置した．賃貸住宅としたのは，利
用と所有を切り離すためである．計画に当たって
は，5.4 × 5.4m，5.4 × 4.5m，4.5 × 4.5m，3.6 ×
3.6m，3.15 × 2.7m という 5 種類の平面的大きさ
と階数の異なる室ユニットを用意し，間隔をあけ
て分散配置した．車は各戸が所有せずに共用で利
用しあうカーシェアリング方式を採用する．計画
に際して，駐車場は半地下に RC 造で数台分計画
した（ﬁg. 5 参照）．
結　論
検討により，再生可能な資材である木を使い，
世帯の様態の変化により生じる余剰空間を，単独
住戸としても，他世帯への附属空間としても利用
できるシステムは有効であると考えることができ
た．このシステムにより，室ユニットを長期にわ
たり使い続けることができる．多数の小規模ユ
ニットで構成しているゆえに，躯体・外壁の比率
が高く高コストが予想されるが，長期使用が可能
となればコスト吸収は期待し得る．ただ，問題は
建築基準法上，住戸の結合の仕方が変わっても確
認申請を出し直す必要を無くすためには，一工夫
が必要となる点である．この点は今後の課題とし
て残っている．
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